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1999年 3月24B.北人西洋条約機構 (NATO)の加盟諸国は新ユーゴ (ユーゴスラヴィ
ア連邦共和国 IaRepubliquefedEraledeYougoslavie)領域内のコソボ地域において空
爆を開始した｡これに対し,新ユーゴは1999年 4月29E],空爆に参加したNATO加盟国10
カ国(ベルギー, ドイツ,カナダ,スペイン,アメリカ,フランス,イタリア,オランダ,
ポルトガル,イギリス)を相手取って国際司法裁判所に提訴したOその主張内容は以下の
通 りである｡武力行使禁止原則の違反,不干渉義務の違反,主権侵害,戦時における民間
人保護義務の違反,環境保護義務の違反,国際河川の航行自由に関わる義務の違反,人権
侵害,特定兵器の使用禁止義務の違反,民族集団を物理的破壊に招 く生存条作に意図的に
置いてはならない義務の違反である')O新ユーゴが主張する裁判管轄権の基礎は裁判所規程
36条2項およびジェノサイド条約第9粂であるが,本件 (対ベルギーの事案)では両国間
の193n年の ｢調停 ･司法的解決 ･仲裁条約｣(以下 ｢1930年条約｣)第4条が追加請求され
ている2)｡なお新ユーゴは提訴と同時に仮保全措置を申請したが,99年6月2日,裁判所は
この請求を棄却し3),さらにアメリカとスペインに関する事件については管轄権の明白な欠
如を理由に事件を打切 り,総件名簿から削除した4) (判決 1-8項)0
その後,2000年7月5日に被告ベルキーは管轄権と受理可能性に関する先決的抗弁を提
起したOなお,原告 ｢新ユーゴ｣は2003年2月4日の新憲法発布に伴い ｢セルビア ･モン
1)詳細は本判決22-23項参照｡cf.MemoiredelaYougoslavie,para5.
2)対オランダの事案 (稔件名簿110)でも ｢司法的解決･仲裁裁判･調停条約｣(193件 )の第4 二
条が管轄権の基礎として追加請求されている｡対オランダ事件の先決的抗弁判決7項参照D
3)L'ordonnancedelaC.I･Jdu2juln1999dansl'affairerelatlVe去lalCeJte'del'emploldela 八
force(Yougoslaviec.Belgique),Demandeenindicationdemesuresconservatoires,CIJ･
RecLeilI999(),p.140,par°.51.本命令については,国際=･司法裁判所判例研究会 (酒井啓flt執
筆)｢武力行使の合法性に関する事件一位保全措置の申清一｣匡l際100巻 1号 (2001年)50-74頁
参照0
4)C.IJ.Hecuetl1999(II),p773-774,para.40,CIJ,RecILel'11999(lI),pp･925~926,para34･
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テすグロ｣(laSerbie･et-Moltel壬gr() と改称し,本件訴訟手続においても名称変更され
ているDまた,同国は裁判所規則47条に基づいて事件を併合することに好意的であること
を述べたものの,裁判所は本作のこの段階で事作を併合するのは適切ではないことを各訴
訟当事国の代埋人に伝えた (1518項)Q
2004年12月15日,裁判所は先決的抗弁判決を下し,原告は提訴時に国連加盟国でも裁判
所規稲当事国でもなかった/L=め裁判所の人的符轄権が欠如 しているとい:)被告の先決的抗
弁を容認し,裁判管轄権を否認した5)0
二.判決要旨
1.訴えの取下と紛争の消滅 (26-44項)
被告は訴訟開始時に (zlnlz'7m'uelih'S)解決すべき問題を提起し,本件を総件名簿から削
除するi:う求めたo問題となっているのは原告の次の主張であるoすなわち,凶連への｢新
加盟｣という ｢新事実｣により,それ以前には裁判所規程当事国およびジェノサイ ド条約
当事lEJではなかったと主張しつつ, 単に ｢舌面見解で提ホされた議論に踊らして管轄権に
つき判断する｣(強調原文)よう裁判所に求めて いるのである (26-30項)0
第 1点目に,被告はこれを ｢訴えの取下｣(undesistement)(裁判所規則89条)であると
主張するが,原告はこれを明示的に否定しており,取下とみなすことはできない(3ト33頂)｡
第2点目に,提訴時に原iLfの人的管轄権が欠如しでいた.剖二つき当事凶間に合意がある
たれ もはや紛争が存在していないと被祭はi:_張するが,本作では ｢法上｣(eJldl･nit)原
告が規程当事国であったか否かがPr,l題となって1,.リ.これは ｢当事国閥の見解や願望とは
独立した問措｣であり,当事国間の同意とは無関係に裁判所が独自に審茶しなければなら
ない｡なお,原告の規程上の地位に関する議論は,ジェノサイド条約適用事件の再蕃請求
事件において原作が主張していたものであるが,裁判Imま ｢別の事件の判決が有しうる効
果を理由として事Jrを却下することはできない｣(34-40項)｡
第3点目に,被告側は,原告がジェノサイド条約加盟国ではなかったことから当該条約
上の権利義務関係に関する本案事項に関しても紛争が消滅したと主張するが,原子】･の主張
はLl頗弁論を通じて被付則によって蹴Lく反論されており,取J.]f-が何らかの実体的梅利や
手続的権利を放棄したとみなすことはできない (41-44Ifi)0
2.裁判所規程35条 1項に基づ く規程当事国資格 (45-91項)
従来の事件と巽tdL･r),本件では原告が提訴時点で J規程当事国｣(規程35条 1項)であっ
七 5)L'arretdelaCl･J-du15dさcembre2004damsl'affaircre】ative云IaliLeJl/e'del'emplol'de
laforce(Serbie-et-MonteJne'groL.BelgiquLJ本件訴訟資料 (請求訴状,先決的抗弁書,原告書面
見解,口卓見弁論記録,先決的抗弁判決,裁判官少数意見)は全て裁判所の'公式サイトで入手可能
である (htp //wwwicj-cij.org/)｡ただL公式文封土未公｢りのため.引用は該当パラグラフ解
けを用いるDなお本紹介では便宜上総件名簿の最初の事案 (セルビア･モンテネグロ対ベルキー )
を扱うO
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たか否かという ｢根本的問題｣(unequestionfondamentale)が争点となっている｡二の
丸 規程34135条の要件が満たされてはじめて同36･37条の要件が間者となるO本件では
原告が｢国家｣(規程34粂 1項)であることに疑いはないので,以下,原告が｢規程当事Lgl｣
たる前提として ｢国連加盟匡IJであったか-1デかを検討する (45-53項)0
この点で関連する事実は以下のものであるG)Dまず第1に,旧ユーゴ議会耳言(1992年4
月27H)において,｢新ユーゴが旧ユーゴ(laRepubliquefederativesocialistedeYougos･
lavie)を国家として継続(lacontinuite)し,その国際的な法的･政治的人格(lapersonnalitg
juridiqueetpolitiqueinternationale)を継続する｣とされているo第2に,関連する国
連決議では,安保理決議757(1992年)において上記の新ユーゴの自動継続の主張は ｢一般
的に認められていか -｣とされ,続く安保坪決議777(1992年)では,｢新ユーゴが国連加
盟申請を提出しなければならないと決定するよう国連総会に勧告｣がなされた｡これを受
けて採択された総会決議47/1(1992年)において,｢新ユーゴはlfJJt垂加盟申請を提出しなけ
ればなら [ない]｣と同時に ｢総会の審議に参加することはできない｣と決定 (d巨cide)さ
れている｡第3に,ボスニア ･-ルナェゴウ>ィナとクロアチアは事務総長宛の書簡の中で
新ユーゴの継続を17一定Lつつ,｢新ユ-ゴは末だ国連加盟国ではない｣と主張Lており,こ
れに対する事務総長代理 (法律顧問)の応答書簡では,上記総会決議は新ユーゴの総会審
議への帰属 (rappartenance)を停止していないと述べられているo最後に,稔全決議47/
229(1993年)において新ユーゴの経社P.審議への参加が否認されている (54-63項)ら
以上のように ｢1992年から2000年における国連内あるいは国連に関する新ユ -ーゴの法的
地位は哩味であり,多様な解釈が可能である｣が,これは主に新ユーゴの法的地位をR)]確
に確定するようなB]連機関の ｢有権的決定 (uned昌cisionfaisantaut｡ritさ)が存在Lない
ことに起閃したものである｣o実際に国連内では次のように3つの異なる立場か見られる｡
第1の立場は上記の安保理と総合の立場 (継続性否定)であり,これは国連加盟国の大多
数によって支持されてはいたものの,それL-っの決議は新ユーゴの法的地位に関する ｢有権
的決定とは解釈され得ない｣oその不確実性は,とr)わけ新ユーゴに国連分才日金を支払わせ
ていた総会の実行か示すところである｡第2の立場は上記の新ユ-ゴ自身の立場 (継続性
の主張)であるo第3の立場は国連事務局と事務総長の立場であり,新ユーゴの国連分相
金支払や選択条項受諾宣言寄託に際して｢原状維持政策｣(lapolitiquedustafuquoa7tC)
がとられた｡結局,以上の要素はすべて新ユーゴの法的地位が ｢極めて混乱しており複雑
であること｣(1'assezgrandeconfusi()netcomplexite)を示して1,1リ,それ故裁判所は
ジェノサイド条約適用事件再審判決 (2003年)でこれを ｢特殊な地位｣(la≪situatjonsui 三
六
6)裁判所がここで検討対象とする事実(判決55-72項)は,基本的にジェノサイト条約適用幸作(再
審判決)で扱われたものと同じてあるか,対象が全く同一であるという訳ではなく,再審判決の
方が検討する対象が広いQ例えば,後者では規約人権委員会における新ユーゴの審議参加拒否や
新ユーゴの選択条項受諾宣言をめぐる議論等も扱われている (再審判決36-44項参照)0
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gene･nls≫7)と述べたのであるが ),この文言は｢特定の法的効果を生むような規範的表現(One
expressionnormative)ではなく.新ユーゴの地位の不確定な性質(caractereindetermine)
を示すための記述的表現 (uneexpressiondescriptive)｣に過ぎか ､oすなわち裁判所は
｢新ユーゴの法的地位問題について何ら確定的な立場をとってはいない｣のである(64-74項)｡
他方で,捻全決議55/12(2000年11月1E])によ-'て新ユ-ゴの国連加盟が皐認され,｢特
殊な地位｣に終止符が打たれたか.国連新加盟は旧ユーゴ崩壊時まで遡及するものではな
く,｢特殊な地位｣が ｢国連加盟国資格と同一視され得るわけではない｣Q他方で,このlxJ
連新加盟によってそれまで ｢不確定であった (indさterminee)法状態が明らかにされたの
であり,裁判所は現在,法状態の全体を評価し得る｣｡さらに.新ユーゴの国連加盟｢以降
の新たな状況が有する法的効果 (consequencesjuridiques)｣を勘案すれば,｢原告は提訴
時にFz]連加盟国ではなかったと結論付けざるを得ない｣(75-79項)O
最後に問題となるのはジェノサイト条約適用事件再審判決の ｢関連性｣(lapertinence)
であるO当事件では,｢規程当事国ではなか-,た｣という新ユーゴの主張に対し,裁判所は
次のように述べてこれを棄却した｡すなわち.問題の先決的抗弁判決 (1996年)以後の｢事
実から自らが引き出そうとしている法的効果を根拠にして新ユーゴは再審を求めており,
仮にその法的効果が認められたとしても (畠lessupposerさtablies),それは裁判所規程61
条にいう事実とはみなされ得ない9)｣(強調掠文)Oすなわち｢法的効果｣が事後の事実から
実際に導かれ得るのか否か,また当国が規程当事Ljilであったか丁子かについて再審判決では
何らの見解も示されていないのである｡以 仁の理由により,原告は提訴時点において国連
加盟国でも規程当事lLjでもなかったため,規程35条1項に基づいて裁判所か原告に開放さ
れてはいなかったと結論付ける (80-91項)0
3.裁判所規程35集2項に基づ く出訴資格 (92-114項)
裁判所規程35粂2項は,｢現行諸条約の特別の規定｣に基づいて規程当事国以外にも裁判
所を開放すると規定しており,ジェノサイド条約通用事件の仮保全措置命令 (1993年4月
8日)におし､て,裁判所は ｢一見したところ (Primafacie)ジェノサイド条約第9条が当
条項にいう 『特別の規定』に該当L得るであろう (pourraitetreconsid昌ree)｣と述べた
(C.IJ Recueil1993,p.14,para.19)｡しかしながら,｢本件で問題となるのは,先例
で採用された根拠付けと結論を放棄する耳由が存在するか否かである｣(陸地･海洋境界事
7)<sujgeneris〉については以Fの説明を参胤 ｢[ラテン語-desonpropregenre]独特の,既
存の分頂に属さない｡ある制度や法的地位について.その独自.特殊の性質のため,既知の範噂
に分頬することができないことをいう｣oH｣tl博夫舶rフランス法辞典』(東京大学出版会 2002年)
五 576頁0
8)L'arretdelaC.I.J.du3fさvrier2003damsl'afalrerelative畠1aDemandeenreJL,is10ndel'
arreAtduIljuilet1996en/'aHalrerelah'tJeaLl'appHcatlOndelaconventionpour】a
preventionetlarepressionducrimedeg昌nocide(Bosnie-Herz昌govinecYougoslavle),
ExceptionsprelJnlinaires,rYoILgOSlaL,iecBosme-HelZeJgL)i,l'nL,),p･dra.71.
9)lbld.,para.69
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件 CJJRecueil1998,p.292,para.28.)oそこで以T,同条項によって裁判所が原告に
開放きれていたか否かを検討する (92-99項)0
まず ｢用語の通常の意味｣(条約法条約31条1項)に従って規程35条2項を解釈すると,
｢特別の規定｣(dispositionsparticuliEres)という表現は裁判所への紛争付託規定を意味
するが,｢現行諸条約｣(traitさSenvjgueur)という表現については,いつの段階で発効し
たものかによって規程発効時と提訴時という2つの解釈が可能であるOなお規程36137条
の ｢現行諸条約｣という文言は,判例上 ｢提訴時に有効な｣条約と解されている (ロカビ-
事件 C.IJ.RecueT'11998,p,16,para.19.バルセロナ ･トラクション事件 C.I.I.Recuei1
1964,p.27,)(1001102項)o
他方,常設国際司法裁判所規程の起草過程および裁判所の判例 (ウィンブルドン号事件
CPJ.I.Se'rieA.nol,1923,p.7.上部シレジア事件 C.P.I,I.Se.neA,no6,1925,p.ll.)
を検討すると,旧規程35粂2項の｢現行諸条約｣という文言は,｢第一次大戦直後,常設国
際司法裁判所規程か発効するまでに締結された条約｣を指す｡現行規程の起草過程では実
質的な議論がないため,上述の旧規程の解釈に必要な変更を加えて (mutatismTdandis)
これを解釈すると,現行規程上の同文吉は ｢新規程の発効日に有効な｣条約を意味する｡
従って,現行規程の発効日以降に発効したジェノサイド条約の第9条を根拠として規程35
条2項が原告に.V.訴資格 (acces)を認めることはないと結論付ける (1031114項)0
4.1930年集約第4集に関する管轄権判断 (115-127項)
上述のように,提訴時に原告は出訴資格を有していなかったため,規程35条1項との関
係で1930年条約を検討する必要はない (115-121項)｡
他方,規程35条2項との関係では,確かに1930年条約は現行規程の発効以前に締結され
ているが,規程35条2項は旧裁判所ではなく現裁判所-の出訴資格を対象としたものであ
り,この間題を扱う規程37条によれば,旧裁判所-の裁判付託規定は ｢この規程の当事国
の間では｣国際司法裁判所に付託されると規定されているo従って,規程37条は規程当事
国資格を前提とする35条 1項提訴の場合にのみ援用可能であり,35粂2項提訴には援用さ
れないo上述のように,原告は提訴時に規程当事国ではなかったため,37条は適用されな
い｡従って1930年条約が規程35条2項に基づいて原告に出訴資格を与えていなかったと結
論付ける (122-126項)0
以上より,裁判所は,提訴時に原告は規程35条 1項および2項に基づ く出訴資格を有し
ていなかったと結論付ける｡また,以前の判例では裁判管轄権の有無と紛争の対象たる行
為の合法性が区別されることを指摘してきたが,本件では管轄権を有さないという結論に
至ったため,違法行為とその責任について見解を述べることはできない (127-128項).
5 判決主文 (129項)
以上の理由により,｢裁判所は1999年4月29日にセルビア･モンテネグロが提起した請求
を審理する管轄権を有きない｣(全会一致)0
本判決の正文はフランス語であり.以下の少数意見が付されている,共同宣言 (ランジ
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_Lヴァ副所長,ギョ-ん ヒキンズ, コイマンス.アル ･-サウネ,バ-ゲンサ -ール,エ
ララヒ判事).flI召(コロマ判事).個別意見(ヒキンズ判事),個別意見(コイマンス判事),
個別意見 (エララビ判事),個別意見 (クレ力持任判事 (セルビア .モンテネグロ任命))｡
三.解 税
以下に見るように,本判決に関しては新ユーゴ (セルビア ･モンテネグロ)が訴訟当事
lxtとなっている関連判例か多く, しかもその内答が密接に交錯するため,偵宣上,次のよ
うに関連判決とその略記を挙げ,以下これを用いることにする｡
｢93年仮命令(卦｣ シェノサイト条約通用事件 ･箭二次仮保全命令 (1993年9月13日1
｢96年抗弁判決｣:ジュノサイド条約適用事什 ･先決的抗弁判決 (1996年 7月11日)
｢99年仮命令｣ 武力行使の合法性事件 ･仮作全命令 (1999年6月2日)
｢03年再審判決J,｢96年抗弁判決｣の再審請求事件判決 (2003年 2月3日)
｢04年抗弁判決｣:武力行使の合法性事什･先決的抗弁判決 (2004年12月15日)
1.原告の態度変更
原告は本案用の申述書 (2000午1月5日)の中ではR国が提訴時点で国連加盟国 (およ
び裁判所規程当事国)であったことを強固に主張LていfL:m)ちのの,先決(TtJ抗弁に対する書
血見解 (2002年12月20｢日 の中で態度を急変させ,提訴時点で国連加盟国ではなかったと
述べて自ら裁判所の人的管轄権をIJl起するかのような主張を展開した(判決29項)ll)Oその
F.張によれば,自国が2000年11月1E]に国連に ｢新｣加盟 したという事実によr),それ以
前は国連加盟国ではなかったということが明らかになったというのである(判決29項)｡こ
のような態度変更の要因としてまず考えられることは,99年仮命令において既にtm'maflCi`･
の管轄権が.1,;走されていたという事情であろう川｡しかしながら,本件て注目すべき事実は,
10)Mさmolrede]aYoug｡slavie,paras31.l-:',.121
ll)な1,-,請求訴状を捉起した原件が裁判所の管轄柿を否認するための先決的抗弁を提起したとい
う事例がないわけではないO例えは貨幣用金事作ては灰告イタリア自身が管轄権抗弁を提起して
いるDL'arrさtdelaC.I,Jdu15juin1954damsraffalredel'()rmo1ZelLlireCrisaLR()meen
1943(Dues/wnI,reJlnunalre),CIJRL,L･uc7-11954,pp128-29また.裁判所規則 (20()1年改正規
則)79条11mこよれば,手紙tも ｢被告以外の当事者｣か先決的抗弁を提起することが認めら礼
ているoただし,同条項によれば,｢被缶以外の当事者が提出するすべての抗弁は,その当事者の
最初の訴答蕃山の提出につき定められた期限内に枕出しなければならない｣とされているため,
形式｣二,本作のセルビア モーンテネクロの書面見解を先決的抗弁とみなすことはできない0
12)仮保全申請段階における ｢一応の管轄権｣審在 (あるいは蓋然性判断)については,杉原商嶺
｢仮保全権限と本案管轄権の相関惟｣『国際裁判の研究』(有斐閣 1985年)247-248頁参照｡なお,
判例上,｢一応の管轄権｣基準は管轄権の存在puJL能件について高いレベルを求める形で形成さtLて
きたため, 一方で,恨保全措置命令後の管轄轍｢子I亨認｣判決を阻止する狙いがあるのは確かだが.
この点につき,コイマンス判車は,｢一応の管轄椎｣の7‡認矧 l]か自動的に管轄権閉局の確定的決
定の根拠とはならないと指摘しているoSeparateOpln】()nOfJudgeKc'oiJmanS,Parall.
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ジェノサイド条約適用事件の先決的抗弁判決に対する同国の再審請求が,本件と同様,規
程当事国資格の欠如を根拠としていたという点である(判決39項参照)Dすなわち,原告の
態度変更はこの再審請求との一貫性を確保する必要に迫られたためであった13)と考えるのか
妥当であるように思われるOそれ故,確かに,原告は本件訴訟の維持よr)もジェ /サイド
条約適用事件の管轄権判断を覆す方に利益を見出した14)と評 し得るところであるが,しかし
ながら,より現実的には,原告は両事件で訴訟態度の一貫性を維持するためにジレンマに
陥っていたというのが現実に即した評価であり15),それ故,原告の諦観16)にも弁解の余地か
ない訳ではないようにも思われるo とは言え,上記のような原告の態度変更について手続
上の問題がないわけではないoまず第 1に,コイマンス判事によれば,原告の態度は管轄
権根拠の提示を義務付ける裁判所規則t38条2項に抵触するという17)D確かに原告は自ら人的
管轄権に関する否定的な見解を提示 しており,裁判管轄権の基礎についてはこの暗点で疑
義を生ぜ しめると言うことができようO しかしながら,裁判所規則上,味告は先決的抗弁
についての書面見解を ｢提出することができる｣(maypresent)とされており (規則79条
13)CR2004/14(SerbiaandMontenegro,MrVarady),para.34,CR2004/23(Serbiaand
Montenegro,Mr.Varady),paras8-10,SeparateOpinionofJudgeKooljmans,para18実
際に,再審請求事件の口頭陳述が20012年11月4E]から7日にかけて行われておr),本件の掠告の
書面見解はそれから2ヶ月も経たずに提出されている｡なお,本件原告はジェノサイド条約適用
事件に関する再審請求を理由とLて,二度にli-,て書面見解の提出期限を延期するよう申請して
いる (判決12-13項)a
14)SlrnOnOLLESON,"`K11ngThreeBlrdswlthOneStone'?ThePrelimnary()bjections
JudgmentsoftheInternationalCourt｡fJust】ceintheLegalityofUseofForceCases",
LeidenJournaloflnterlZationalLan),vc'11H(2005),p255.なお,この瓜 二ついて被告-Jレギー
は,ジェノサイド条約適用幸作 (再審請求酎牛)に関する｢有利な意見を得るために本件か利用さ
れてはならない｣と批判している (判決39項),ノCR2004/15(Belgium,Mr.Bethlehem),para12
15)この｡tlJ-J二ついて,原告は次のように主張している｡｢原告の地位にいるか被告の地位にいるかで
異なった態度をとるべきであるという見ノJもあり.確かにそうLた場合,態度の相違は三Ej然なも
のかもしれないoLかL,事実に関して異なる態度をとることはできないし,既定の基本的確解
事項に対して異なる態度をとることもできないのであるD[‥]我々の唯--･の選択肢は一貫性であ
り,この点につき何らの疑義も特異もない｣｡CR2004/23(SerbiaandMontenegro,MrVarady),
para.35.
16)ヒギンズ判事が指摘するように,本作被Jiの先決的抗弁書が200頁近くに及ぶのに比べ,これに
対する原告の書面見解はたった2頁二(仏文1釦 という ｢極端に短い｣ものてあり,内容的にも
｢先決的抗弁に対して反論しておらず,その実体的議論に応えようともしていない｣のであるU
SeparateOpinionofJudgeHigglnS,Para16,CR2004/6(Belgium,Mr.Bethlehem),pp.15 二
一16(para7).なお,被告ベルギーは原告･のLい述吾についても,その内客が不十分であると批判し 一
ておr)(事実提/i(の不十分性),裁判所規則38条2項,45条1, 2項,49条1項及び健全を司法運
営を根拠として請求の受理不uT能性を主張しているoExceptionsprelminairesduRoyaumede
Belglque,paraS｡470-475
17)SeparateOpinlOnOfJudgeKooiJmanS,I)a一as.20-21.
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5項),その提出が義務付けられているわけではない18)｡それ故.本件のように原告の提出
した書面見解がいくら短いものであったとしても,それ自体で手続上のサンクションを加
えるのは難しいように思われるo他方で,第2に,原告の僅か2頁の書面見解から派生し
た実際的な問題は,瞭告が書面見解の中で実質的な議論を提示していなかったにも関わら
ず,Lj頭弁論の段階で突然諸論点についての実質的な主張を展開したため,被デ.'･が不意打
ちを受けたという点に見出される19)｡それ故,ヒキンズ判事が指摘するように.原告の態度
は｢健全な司法手続に反する｣たれ 裁判所は｢F･']法的性質に由来する内在的権限(inherent
jurisdiction)｣を行使して本件を総件名簿から削除すべきであったと評することもできよう20)O
また,裁判実務的な観点から見れば,裁判所が訴訟指揮権 (規程49粂)に基づいて管轄権
基礎の提示を原告に求めるのか妥当な選択であったように思われるが,後述するように,
原告のジレンマは実は裁判所自身のジレンマにも直結しており,裁判所自身か訴訟指揮権
の行使や司法内在的権限の行使を蹄跨ったことも,強ち理由がない訳ではなかったように
思われるOいずれにせよ,本件判決で裁判所は上記のような原告の訴訟戦術に対して手続
Lのサンクションを一切加えずに放置しており.この点で危供されることは.実質的内容
を伴わない訴訟陳述書を容認することか,ひいては,国際世論へのアピールといったよう
な政治目的を主眼とした訴訟手続濫用を招く恐れがあるという点であろう｡
2.規程当事国資格判断の手続的間埼
本件判決の核心は原告の規程当事国資格の否認という裁判所の判断であるが,この規程
当事国性 (規程35条)の判断に関しては,後述する実体法レベルの検討に先立って,手続
法レ-ルでの問題が生じる｡まず第1に.この判断はいわゆる｢先･先決的｣(pr6-pr61iminaire)
問題であり,職権探知事項に属するのではないか,という点であり,第2に,であるとす
れば,なぜ2004年に至るまでこの判断が放置されたのかという点である｡まず第1点目に
関しては,ム- トネス判断と同様,規程当事LxJ性の判断も ｢先 ･先決的｣問題であり,職
権探知事項であると考えられる｡裁判所が自ら認めるように,規程当事国資格が ｢当事者
間の合意に依存しない｣ことから (判決36項),規程上の固有要件21)として裁判所が自ら
18)SeparateOpinionofJudgeKreEa,para54.裁判所も,原告は ｢先決的抗弁に対する見解と
結論を含む書面陳述を提出することができる(pourraltPreSenter)｣と述べている(判決1l-13項),J
19)とr)わけ,口蛸弁論第1ラウンドの最後に行われた原告L]頭陳述(2004年4月21日)の翌日(4
月22日)に第2ラウンドの第1弁論国になった被告ベルギー にとって,この不意打ち問題は無視
し得ない問題であった｡ベルギー 補佐人は次のように述べているO｢我々は昨I],事件に関する全
く新たな主張を耳にした｣oCR2004/15(Belgium,MrBethlehem),paras2-6.他九 原告側は
この点につき,議論の変更や新たな議論の提起は裁判所規程iiよTJr規則によって認められている
と主張している｡CR2004/23(SerbiaandMontelegrO,Mr.Varady),para.1.
20)SeparateOpinionofJudgeHlggins,paras12,15and16.
21)タレカ特任判事によれば,当事者適格 (locTLSStandlT'nludic10)の聞題は｢憲法的性賓を有す
る裁判所規程の客観的規則によって統制されている｣というoSeparateOpinJ'onofJudgeKreea,
para2.
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(propriomoiu)あるいは職権で (d'Office,exonicio)この点を審査する必要があり22'
実際に,裁判所 も規程34･35条の判断が同36･37条の判断に先行すると述べている (判決
46項)23)｡それ故,クレカ判事が指摘するように原告適格の問題は｢絶対的な優先性を有す
る｣ものであると言えよう24)oであるとすれば,第2点目に,なぜこの判断が放置されて今
に至るのかが問題 となる｡これを説明する理由として第 1に考えられるのは,クレカ判事
が述べるように,この判断のための ｢個別の先決的手続か存在 しない｣という事情が挙げ
られる25㌧すなわち,規程当事国性の判断は通常の訴訟手続で行わざるを得ず,実際に本件
ではこの論点は人的｢管轄権｣の問題 として構成されている26)o Lかし,この判断か上記の
ように職権探知事項であるならば,当事国の抗弁提起を前提 とする ｢先決的抗弁｣ という
訴訟形態を用いる必要はない27)o次に,判断放置の第2の理由としては,当事lj間で議論の
22)なお,タレカ判事によればproi,rlL7mL7tuとexofflC10は区別されねばならず,前者が裁判所
の裁量的権限を意味するのに対し,後者は司法機能に基づく裁判所の義務を意味するという｡Sepa･
rateopinionofJudgeKreea,para.43.ただし,裁判所自身の用例では,後者 (d'offl'ce)につ
いても ｢自発的に (desapropreinitlative)訴訟を終了させ得る｣か否かといつ文脈で用いら
れている (判決33項)｡
23)この点について,コイマンス判事も規程当事国資格の問題は ｢論理上,他の裁判管轄権に関す
る議論に優先する｣と述べているDSeparateOplnionofJudgeKooijmans,para2.なお,同判
事はすでに99年仮命令の時点で,新ユーゴの選択条項受諾宣言の有効性を明らかにするために
新ユーゴの裁判規書呈上の地位を先決的に故うべきであると指摘し,さらにこの点に疑義を提起し
ている｡SeparateOpinionOfJudgeKl)oiJmanS,I.CJ.Reports1999(I),p.176(para13),p178
(para.20),p179(para25).また,被告ベルギーはこれを ｢敷居問題｣(加 thresho】dquestion)
と表現しているoCR20O4/15(Belglum,Mr.Bethlehem),para9,Exceptionsprelimnairesdu
RoyaumedeBelgique.paras.121et129
24)SeparateOpinionofJudgeKreea,para.30なお,クレカ特任判事はこの問題を訴訟の係属
(salSln)の問題として扱っており,99年時点で裁判所に訴えが適切に ｢係属した｣(seised)か
否かという視点から論じている｡
25)SeparateOpinionofJudgeKreea,para2
26)被告ベルギーも規程当事国資格の問題を人的管轄権 (competencerationepersonae)の問題と
して構成している｡ExceptionsprelminairesduRoyaumedeBelgique.para129なお,コロ
マ判事は本件が ｢管轄権｣判決であることを強調するが,これは単に ｢紛争の本案についての見
解を述べていか ､｣という限定された趣旨てある｡DeclaratlOnOfJudgeKoroma.他九 クレ
カ判事によれば,本件では裁判所の ｢事件係属 (theseisin)の有効性が争われて｣おり,この点
に関する判断は職権によって,あるいは当事者の抗弁に某ついて審理し得ると述べている｡Separate
Opin10nOfJudgeKreea,para15
27)例えば核実験事件 (1974年判決)では,本案審理の開始前に当事国間の見解を聴取することな こ
く突然 ｢判決｣が下され,ムートネス法理によって訴えが却下されているoNuclearTeslsCase o
(Australiay.France),I.CJ.Reports1974,p.270,para.54,INuclearTesねCase(NewZealand
v.France),I.CJReports1974,p476,para.57.なお,本件のヒギンズ判事個別意見も参胤
SeparateopinionofJudgeHiggins,para.6.他方で,同じくム-トネス法理か適用された北カ
メルーン事件は,｢先決的抗弁判決｣の形式で判決が下されている｡CaseconcerningtheNorthern
Cameyoons,I.CJ.Repoyts1963,p.15.
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対象とされていなかったことか挙げられるO裁判所は96年抗弁判決において,この規程当
事匡l資格の問題は ｢提起されておらず,裁判所はこの問題を検討するいかなる理rtlも見出
さなかった｣と判断している28)(04年抗弁判･(央82項)｡,しかし,既に見たように規程当事国
資格が ｢当事国の合意に依存しない｣問題である以上,当事国間に頚いかないことを以-つ
て審理しなかったことを止当化することはできない｡なお,この点に関連して,同様の批
判は99年仮命令にも当てはまる｡というのは,99年収命令の時点で,既に被告ベルギーは
原告の規程当事匝憤 格を争っていた29)にもかかわらず,裁判所は選択条項せ諾宣告とジェノ
サイド条約9条に関するPriu7`lfacl't･の管畔権を1位 したため,新ユーゴの規程当事国賓
杵を検討する必要はないと､l叫断している30)からてあるO以 Lのように考えれは,04年抗弁判
決で裁判所か認めたように,2OOO年の新ユーゴの国連加盟承認がそれまでの小確定な法状
態をrLtJ]らかにLTJ｣のてあれば (判決79項),その時点から,当事rjilによる粍議かないこ
とを理由として規程当事LjiJ資格を判断する必要がなか-'TL;と述へることは認められないと
言わさるを得ないOそれ放,本件判決が ｢先決的抗弁｣判決において ｢管轄権を有きない｣
と述べていることの意味は.まさに裁判所は職権判断で規程当事国性判断をすでに行って
おくへさであったという職権不47'･俺の批判を避けるためであったと言っても過言ではない
であろう｡
3.規程当事国資格判断の実体的問題
次に問題となるのは,新ユーゴの規程当事Ltil資格判断に関する実体的問題である｡すて
に見たように,本件判決の決定的三哩rtlは,｢原告は提訴暗に国連加盟LjiJではなかった｣(刺
決91項)という点にあり,この判断を導くにあたって裁判所は次のように述べているO新
判所は ｢今や法的状態の全体を評価し得る｣のであり,lTfJ時にこの国連加盟承認 ｢以降の
新たな状況が有する法的効果｣を勘案すると,新ユ -ーゴか国連加BnFJl当てはなかったと結論
付けざるを得か ､(判決79現)｡裁判所の理rflHけは明確性に欠けるところかあるか,要す
るに,200O年の国連加盟承認を基点として,それ以前の不確延な法状態か確定的な法状態
として事後的に認識し得る状態に転換したというのが基本テーゼてあるo裁判所自身が述
べるように,実体法上,新ユ-ゴのFt]連加盟承認が遡及的効果を有きない以上(判決78項),
転換したのは法状態そのものではなく,あくまでもその見え)I-,すなわち判断者の視点て
あるという点が重要である31)O喰えて言えば,それまではよく見えなかったものの,漸く2OOO
二 28)C･IJ･JhluL,l119-()6(Ill,p･610,para･17
29)CIJ.HecuL,i/1999(IJ,p13.5.para31
九 3()CIJ･RecILel11･99L9(Ij,p136,para33,
31)この点に関する裁判所の判断は,実は[｣醜陳述における原HL]'-の主張に沿う形て構築されているL,
例えば原告は,｢Lzj連新加盟｣によ-)てもたらされた認識状態について,｢新たな視点｣(newperspec-
tlVe).｢現在の優位なJIl_場｣〔thepresentvantagepolnt),あるいは ｢よりよい立場｣(abetter
position)といった榊講を用いて説RJJLているDClミ2004/14(SerbiaandMontenegro,Mr
Varady),paras.35and47さらに原告によれば,剛垂加盟が新ユーゴの ｢特別な地位｣に ｢別
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年に｢眼鏡_H 国連加盟永認)が手に入ってよく見えるようになったという訳である32)Oこ
の ｢眼鏡テーゼ｣を踏まえてはじめて本件判決を総体的に把握することができることにな
かつこれを補強するものとなっているからである｡
第 1に,04年抗弁判決は03年再審判決の内答を骨抜きにしているが,その理由は次の.I7.
にあるOすなわち.再審要件 (裁判所規程61条)によって雁字捕めにされながらも (判決
90項参照),再審判決は ｢眼鏡｣をかけたまま3)新ユーゴの法的地位に関Lて;大のような意
味深なコメントを残していたからである｡新ユーゴの国連加盟承認決議は ｢それ以前の新
ユーゴの特殊な地位 (lasituationsl/igeneri.i)を遡及的に変更し得ない｣(03年再審判決
71項,04年抗弁判決88項)Oすなわち,再審判決によれは,国連加盟以前の新ユーゴの地位
は｢特殊な地位｣と判断されているのである｡それ放,04年抗弁判決はこの文言を攻撃し,
その内答を希釈しようと試みるのであるC裁判所によれば,｢特殊な地位｣という文言は｢特
定の法的帰結を藤すような規範的表現 (uneexpressionnormative)ではなく,新ユーゴ
が置かれていた状況の不確定な性質を指示するための記述的表現(uneexpressioldescrip-
tive)｣であり,この文言から裁判所の ｢最終的で確定的な結論｣は導かれていないと言う
(判決74項)Oさらに,再審判決は｢本件に関して既判力を有きない｣としつつ(判決80項),
さらに,再審判決が ｢国連に対するセルビア ･モンテネグロの法的地位の問題について判
断を下した (S'estprononcee)とはみなし得ない｣というのである (判決90項)｡本件判決
のように,裁判所が以前に自らが下した判決をこれほどまでに希釈することは極めて稀で
あるか,詰まるところ,それは ｢特別な地位｣が ｢国連加盟国資格とは同一視され得ない
ものであった｣(78項)という判断を導くためであったということができる｡
第2に,裁判所は大胆にも,国連の関連決議(安保理決議777と稔全決議47/1)が新ユー
ゴの法的地位に関する ｢有権的決定 (desdecisionsfaisantautoritさ)とは解釈され得な
い｣と明言Lている (判決64,67項),ここで,このように述べる裁判所の意炉=ま明快であ
るoすなわち,2000年以前に採択された関連決議はあくまでも不純物の多い磨硝子であ-,
て,不確定な法状態を払拭するような別の眼鏡 (｢有権的決定｣)ではない,という訳であ
る｡しかL,裁判所のこの判断から生じる疑問は,国連憲章4条2項に基づき安保坪と総
会が ｢国連加盟承認に関する権限と責任を有する機関｣である以上 (判決65-66項),その
の灯りを燈しており｣(shedadlfferentlghton)(ibtd.,para5れ ｢新たな情報に基づいて新
たな見方 (anewlook)が可能になった｣(ibzd,para61)という｡裁判所自身は ｢新たな見方｣ 一
が可能になったとは述べていないが,その判断理由は実質的に原告のこの主張を取り入れたもの こ
と言うことができる｡ 八
32)原告の言葉によれば,裁判所は｢今や相反する概念化 (conceptualizatlOnS)を再検討し,明確
で確定的な写真を組み立てることかできるよ:)になった｣というoCR 2004/14 (Serbia and
Montenegro,MrVarady),para65.
33)裁判所によれば,再審判決は ｢2()03年,すなわち上記の新たな事実状態を裁判i.Trが知りえる時
点で下された｣と述べられている (判決8り項)｡
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決議こそが ｢有権性｣を有するのではないのか,という点である｡この点で裁判所の見解
を詳細に読めば,有権性の欠如は主として新ユーゴに国連分担金支払を継続させていた紘
会の態度の非一片性に起因するものと考えられている (判決67-68項参照)D確かに国連経
費を負担するのは ｢加盟国｣であり(憲章17条2項),新ユーゴに国連分担金を支払わせつ
つ国連への ｢新｣加盟を求める稔会の態度には一貫性がないOとは言え,憲章4条手続が
国連加盟承認の唯一正式な手続である以 L,この手続に則1た判断,すなわち安保撰決議
777と総会決議47/1が臥室内の｢有権的決定｣であるとみなされるべきであり341,特に,後
者の決議では｢新ユーゴは国連加盟申請を提出しなければならない｣ことが｢決定(decide)｣
されている (判決60項)という点に注目す-さであろうO裁判所は国連経費事件において,
国連加盟国の権利 ･特権の停止 (憲章5条)と除名 (同6条)に関する総会の決定が加盟
Fzlの｢地位を確定する｣と述べて5,.り35),この見解を踏まえれば,稔会決定の碓定性あるい
は有権性が加盟手続 (4条)にも妥当すると考えるのが自然であるように思われるO国連
経費事件において裁判所が自らの最終的憲章解釈権を否定していた点を想起すれば,これ
と対照的に本件では安保理と総会の有権性を否定するまでに至っており,この点に注目す
れば,本件の裁判所の判断か国連機関内の調和性原則に反する36)というヒギンズ判事の指摘
も強ち的外れなt)のではないように思われるO
第3に,以上のように,裁判所によれば新ユーゴの国連加盟泉認 (20OO年)までは同国
の法的地位について国連内での有権的な判断が下されていなかったことになるが,他方で,
ではその期間の新ユーゴの法的地位は如何なるものであったのかという問題が生じるoこ
の点について裁判所は,2000年に生じた一連の出来事(すなわち新ユーゴの国連加盟承認)
が,｢それまで不確定であった (indさterminee)法的地位｣を明らかにした,と述べるのみ
であり (判決79項),この ｢不確定な法的地位｣の内容については詳細を明らかにしていな
い｡それゆえ,そもそも法論理上このような ｢不確定な｣法状態を認め得るのか否かとい
う点でも疑問が生じるOクレカ判事が指摘するように,｢ユーゴスラヴィアが軌垂加盟国で
も非加盟国でもあるということはあり得ない37)｣からであるO他方で,｢不確定であ-'た｣
と言いつつも,裁判所は新ユーゴの法的地位について,同国の国連加盟承認を根拠として,
提訴時点 (1999年)に同国が ｢国連加盟国ではなかった｣という確定的な法的地位を導き
出しているDすなわち,2004年時点の視点から見れば.1999年当時の同国の法的地位は確
定的なものと判断されているのであるOその結果,裁判所の判断を敷桁すれば,新ユ-∫
ー 34)コイマンス判事はすでに99年仮命令の暗点で,[:Ej連加盟問題については安保現と総会が憲章に
二 基づいて ｢排他的有権性 (theexclus)veauthority)を持つ｣のであり,その決定は加盟国間の
七 解釈が分かれていたとしても安易に覆されるべきものではか ､,と指摘しているoSeparateOpinion
oHudgeKooijmans,I.CJ.Rep()rts1999(1),p178,para21.
35)Certam軸 ensesoftheUnitedNati()ns(Artl'cleI7.♪aγagraPh2,0ftheCharter),AdvIS()り
(砂in10n.I.CJ Ref,arts196-2,p163
36)SeparateOpin10nOりudgeHiggins.para.20.
37)SeparateOp]'nionofJudgeKreea.para29.
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による旧ユーゴの ｢継続｣又は｢承継｣の主張はいずれも認められないことになり,新ユー
ゴは旧ユーゴとは別個独立の法人格を有する実体として国連内の諸活動に従事 していたと
考えざるを得ないことになるO
以上のように,本判決は ｢眼鏡テーゼ｣を中心として構成されており,これに伴い,請
論点について難題を抱えていると言えよう｡他方で,これらの難点はあくまでも｢眼鏡テー
ゼ｣の派生論点でしかないと言うこともできる｡というのも,｢眼鏡テーゼ｣の根幹はあく
までもそれまでとは全然違って見えるという点にあり,その主眼は,まさに96年抗弁判決
からの轟雛 (逆転)にあるからである｡そこで,次にこの点を検討することにしよう｡
4.96年抗弁判決との矛盾
本件判決の骨子は,原告の規程当事国資格の欠如による人的管轄権の否認であるが,こ
の判断は,ジェノサイド条約に基づ く裁判管轄権を容認した96年抗弁判決と矛盾するとい
う問題を学んでいる｡そこで,まずは両判決の判断理由を確認しておこう｡96年抗弁判決
にJ:れば,1992年の旧ユーゴ議会宣言に示されたように ｢旧ユ-ゴを当事国とする国際条
約に引き続き拘束されるという新ユーゴの意思は同年4月27日の事務総長宛書簡でも確認
される｣としつつ,｢さらに,ユーゴがジェノサイド条約の当事国であることは争われてお
らず,従ってユーゴは1993年の提訴時にジェノサイド条約の諸条項に拘束されていた(さtさ
li吾eparlesdispositionsdelaconventlon)｣叫と述べられている｡他方で,04年抗弁判決
によれば,新ユーゴは99年の提訴時に ｢国連加盟国ではなかった｣と結論付けられている
(判決91項)Oジェノサイド条約が ｢Lx]連加盟国｣にしか開放されていない (ジェノサイト
条約11粂)ことから考えて,提訴当時,新ユーゴがジェノサイド条約当事国でもなかった
ことは明らかである｡すなわち,両判決を整合的に把握するには,1993年時点でジェノサ
イド条約当事国であった国が99年時点で当事国でなくなっているということを示さなけれ
ばならなくなるOそれ故,裁判官共同宣言が指摘するように,04年抗弁判決における ｢裁
かしながら,上記のような判例矛盾だけから本件判決を批判すると,｢眼鏡テーゼ｣の本質
を見逃すことになる｡2つの判決の内容が矛盾している理由は,まさに96年時点では ｢眼
鏡｣がなかったという一点に凝縮されるのであるDO3年再審判決が述べるように,国連加
盟は ｢96年抗弁判決の4年以上も後に生じており｣,｢96年判決の時点で支配的な状態 (la
situationqujprevalait)は総会決議47/1によって作り出された状態であった｣のである
(03年再審判決70項)O同様に,04年抗弁判決が指摘するように,｢セルビア ･モンテネグ
38)L'arretdelaC･I･J･dulljuilet1996,damsl'affairerelative点l'applicationdelaCo"uenl,'on 六
pourlapre'ven/ionetlare-pressionducr7meduge'noctde(Bosnle-HerzeJgouiガeC.Yougoslauie),
ExceptionsprさLiminaires,C.I.I.Recuel11996(II),p610,para.17,
39)DeclarationcommunedeM.lejugeRan)eva,vice-president,eldeM.1ejugeGuilaume,
deMmelejugeHiggjnsetdeMM.lesjugesKooijmans,Al-Khasawneh,Buergenthalet
Elaraby,para.9.
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ロに関して今口 (2004年時点)裁判所が目にする状況は,99年に裁判所がRにLていた状
況とは明らかに異なる (manlfestementdif托relte)｣のである (判決79項)Dては,このよ
うな判例矛盾をどのように堺解し, 日ー当化し,あるいは批判すればよいのであろうかDこ
の点を以下で検討しよう｡
まず確認すべきことは,2000年に ｢眼鏡｣を丁･にした以上,本件判決は不可避であると
いう点である｡第 1に,手続的な観点から検討すると,｢眼鏡｣の問題は前訴判決の実体的
判断内容の妥当性に触れるため,事の性質上 ｢上訴｣審査を安するが,裁判所規程の制度
上は上訴が禁止されており(60条), 唯一認められる再審 (61条)は厳密な要件審査が設定
さjしているため再審請求が受理される余地は少なく,実際にユーゴの提起した再審請球は
認められなかった (03年再審判決)｡すなわち,裁判規程 L｢眼鏡テーゼ｣を実現するのは
通常判決手続LかないことになるO第2に.実体的な観点から検討すると,認知し得る事
実と法に基ついて判断を下すのか司法機能の本JBである以上 ｢眼鏡｣を手にした裁判所が
なおかつ ｢札えない｣と言い張ることは司法機能に反することになるO本件に即して喜え
ば,国連に新加盟した国かそれ以前から国連加盟国であったと新加盟が認められた後に言
うことはできないのてある｡
では次に,このよJ)にイこ可避と考えられる判例矛盾をどのように評価すればよいのであ
ろうか｡この点について,まず第1に,法論理的にはこの判決矛盾は何ら問題を引き起こ
すものではない0時間の経過や法状態の変化に伴って司法判断および判例が変動するのは
当然のことであるO本作は法状態評価恭畔の変動によって生 じた判例変動であり,類推は
難しいが.次のような事案を,想.'起すれば分かり易いように思われるoすなわち.ある多数
L3il間条約の交渉過程の時点 (大方の趨勢が決まりつつあるが末採択の段階)で ｢これは慣
習法ではない｣と判断したAl判決があったとしても,その後.これが ｢法典化｣条約と
して成立してしまった後では,B判決は ｢慣習法として存在していた｣と言わざるを得な
い｡法状態を判断するための評価基準に大きな変動が牛じている以上,B判決がAl三恥火
と巣なるのは当然である｡従って.B､l'J決かAl判決を踏襲すべきか台かは,最終的には
判例拘束原則の有無に関わるが,周知のように国際裁判上はこの原則は認められていない
(裁判所規程59条)40)oそれ故.解消すべき問題は実際的な問題たけであるが,先の仮想事
例からも分かるように,B判決の後のA2判決もやはりB判決と同じ結論を下さざるを得
ない｡A2判決でも｢眼鋭｣は外せないのであり,Al判決からの蒋艶はB判決と同様｢眼
鏡｣によって止当化されることになる｡従って,A2判決 (ジェノサイト条約の本案判決
二 あるいは職権行使による打切命令)に1,.いて被告の人的管轄権が缶定されれば.実際的な
40)判例拘束原則が認めJ,れない以卜.裁判所は ｢法的安定性を確保するために自らの判例との一
貝性を維持しなければなら｣ないという裁判官共同立話のコメント(para.3)は,-一般論として
は認めうるものの,本件の文脈ではその妥当性は限走的に解さなければならない099年仮命令と
同様のことが当てはまる｡SeparateOpinionL)りudgeKo()りmanS,para.10
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問題は解消すると言えよう｡以上のように,本件に見られるような判例矛盾は.実体法 ヒ
は何ら特異なものではなく,むしろ問うべ きは,先述のような上訴手続の欠如 という手続
的不備の側面であろうOあるいは,判例矛盾が偶々時間的に近接 した事件の問で生 じてL
まっただけであると評することもできるように思われるO
他方で,本作判決がもたらす様々な旨さ響については無視し得ないものがあるO第 1に,
ジェノサイド条約適用事件に対する影響てあり,上記のようにジェノサイド条約に基づ く
裁判管轄権を容認した96年抗弁判決の内容を穫すことが求められることになるo第2に,
新ユーゴが寄託 した選択条項受諾宣言 (1999年 4月25日)の有効性の問題が生 じるO選択
条項制度は ｢規程当事国｣のみに開放されている以上 (裁判所規程36条2項),規程当事国
ではなかった新ユ-ゴの受諾宣言の有効性そのものに疑義が生 じることになる｡被告ベル
ギーによれば,新ユーゴの宣言は｢無効｣であr)4]),この無効性が国連新加盟によって治癒
されることはないという42㌧いずれにせよ,当該盲言の効力問題については正式な取消手続
かあるわけではないので,その処分については疑義が残ることになるO第3に,ICTY半岬l)
に対する影響であるo最も深刻な問題は,ICTY判例が1992年から2000年に至る期間におけ
る新ユーゴの国連加盟国資格を明確に認めているという点である｡この点が最 も明確に判
断されたのは ミルナ ノヴイツナ他事件においてであるo当事件の被告によれば,新ユ-コ
が国連加盟国ではなかったため,国連機関は憲章7章措置を強制する権限を有 していなか
ったと主張されている43)Dこれに対して第一審裁判部は,ICJの判例を詳細に検討 Lた44)徳,
結論として,新ユーーゴが国連加盟国資格を有していたことを認定 Lたのである45)o裁判部は
次のように述べてこの判断を正当化 LているLフすなわち.総全決議47/1(1992)は新ユー
ゴの国連加盟匡1資格を剥奪 しておらず,r新ユーーゴは国連の多分野にわたる活動において国
連加盟国として機能 し続けていた｣のであり,同決議によって ｢新ユーゴの国連加盟国資
格は終了も停止もされていない｣46)Uでは,核心となる新ユ-ゴの国連加盟承認 (2000年)
はどのように判断されたのであろうか0第一審裁判部の判断によれば,｢新ユーゴの臥 垂加
盟凍認は,必ずしも1992年から2000年に至る期間において新ユ-ゴが国連加盟国ではなか
41)CR2004/6(Belglum,Mr.Bethlehem),paras32and42.
42)CR2004/6(Belgium,Mr.Bethlehem),paras_44-46被告cT)この主張は,主に ｢手続的暇蛎の
治癒原則｣の遠州を排除することを念流に置いているDすなわち.当該粧別の適用によって提訴
時の管轄権基礎の欠如が事後的に治癒される叶能性を念頭において･宣言が ｢当初無利 である 二
以上,戦痕は治癒されないという主張である0
43)CaseNoIT-99-371PT (Prosecutorv MilanM17utinoviC,DragoljubOjdanic,Nikola 凶
Sainovic),TrlalChamber,DecISiononMotlOnChalelgingJurisdiction,6May2003,para
2(availableat[http･//www.un,org/icty/日
44)ibid,parasL22-31.
45)ibld.,para39
46)lbld,paras.37-39.
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ったということを意味するものではない｣と言うのである47)o従って,本件における第一審
裁判部の判断は,新ユーゴのljil連加盟承認を根拠として同国の臥垂加盟国資林を-{f起した
04年抗弁判決と明らかに矛盾することになるD
以上のように,04年抗弁判決はICJ内での判例矛盾のみならず,ICTY判例 との抵触をも
生み出す結果となっている｡前者に関しては事後的に自らの判決で処理し得るため,裁判
所が楽観視することも許されようか,他方で,後者に関しては解消し得ない判例抵触を招
く危険があることは否定し得ないであろう0
5,判断回避の可能性
以上のように,裁判所の採用した ｢眼娘テーゼ｣は多くの問題を抱えるものであるとい
うことができる｡そこで生じる疑問は,なぜ裁判所は敢えて厄介な理由付けを選択したの
かという点であるoこの点でまず確認しておくべきことは,本件判決は裁判官の全会-一致
(15名)で採択されているものの,裁判官少数意見ではその過半数 (8名)が本件判決の
｢理由付 ナ｣に首肯していないという点である48)oすなわち.裁判所が管轄権を有さないと
いう点に関しては全裁判官の間に見解の一致が見られるものの,その根拠としては規程当
事国資格の否認以外のものが考慮されていたということができる｡そこでまず,本件を処
理し得る他の判決理由とはいかなるものであったのかを検討しておこう｡
第1に考えられるのは時間的管轄権の欠如である｡既に99年仮命令の時点で,新ユーゴ
の選択条項受諾宣言 (1999年 4月26日寄託)に付された時間的留保 (｢宣言の署名以降に生
じる紛争｣)を理由としてp71nafacieの管轄権が否認されおり49),この判断を掩まえれは,
04年抗弁判決がこれを踏襲することは造作ないことであったように思われる50)o第2に考え
られるのは事項的管轄権の欠如である｡すなわち,本件被告の行為はジェノサイド罪の構
成要件たる｢破壊の意図｣(ジェノサイド条約2条)という意思要件を明らかに満たさない
というものであり51).99年仮命令も同様の立場をとっている52)｡さらに,事項管轄権との関
係では,そもそも武力行使禁止撮別の違反等々を訴える原告の請求か,ジェノサイド条約
47)なお,本判決に対する1二訴は却下されているDCase:IT-99-3TAR72.2(ProsecutclrVMilan
MilutinoviC.NikolaSainovic.DragoljubOjdanic),AppealsChamber,Decisiononlnter･
lcICutC･ryAppeal.12May2004;Case.IT-99-37-AR72.2AIO4-A99,AppealsChamber,
ReasonsforDecjslOnDismissinglnterlocutoryAppealConcernlngJurisdictionoverthe
TerritoryofKosovo,aJune2004
48)少数意見の中でも,唯一エララビ判事は,新ユ-ゴの規程当事IiI資格を肯定する見解を提示し
ており,その主張によれば.ICTY判決で認められているように.国連の関連決議は新ユ-ーゴの
｢審議参加｣を停止したが,｢国連加盟国資格｣は存続していたのであり,さらにジェノサイド条
約は規程35条2項の ｢現行諸条約｣に含まTLるため,当条約によって裁判所は管轄権を有すると
いう｡SeparateOpinionofJudgeElaraby,par°.13.
4g)C.I.I.Recuei11999(I),p.135,para.30
50)CR2004/15(Belgium,MrBethlehem),par°s19and21.
51)SeparateOpinionofJudgeElaraby,paras.14-15.
52)C.I.I.RecZLei11999(I),p,138,paras40et41
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の事項的範国と直接的な関連性を有Lていないという点も考慮すべきであろうDオイル ･
プラットフォーム事件で述べられたように,問題となっている条約と請求の間には ｢合理
的な関連性｣(areasonableconnection)がなければならない,あるいは十分に説得的な
ものでなければならないのであり,この点で本作原告の請求とジェノサイト条約との関連
性は希薄であるということができるDなお,被告ベルギーはこの点を繰り返し主張してい
たのであるが531,これに対して原告は,この主張は｢専ら先決的な性質｣(規則79条9項)
を有きないため本案判断にまわすべきである,と主張しており54),積極的に反論しようとす
る姿勢を見せていなかったのである｡
以上のように.本件判決理由には｢多様な選択肢がある5)｣と言うことができようOでは,
裁判所はなぜ規程当事国資格という困難な論点を敢えて選択したのであろうかDこの,引こ
ついて裁判所自身の説明を総合すると次のように言うことができる｡すなわち,裁判所は
｢よr)直接的で決定的な根拠｣(lemotlfquiestplusdirectetdecisif)を選択する自由を
有Lており (判決46項)56),規程当事国資格という｢根本的問題｣(判決30項)が規程36137
条の審査に優先するため(判決46項),この点について優先的に検討したということである｡
確かに,裁判所が述べるように,法論理上,規程当事国資格の判断がその他の管轄権判断
に優先する以上,これを ｢決定的根拠｣として採用すること自体には問題はないようにち
思われる57)が,しかしながら,裁判所のこの判断を無条件に評価することは難しいように思
われる｡
まず第1に,規程当事国資格の問題を優先的に取り上げた04年抗弁判決の立場は,99年
仮命令における裁判所の立場とは異なるものである｡というのは,すでに仮保全段階で被
告ベルギーは原告の規程当事国資格を問題としていた58)にも拘わらず,裁判所は時間的管轄
権 (選択条項受諾宣言に付された時間的留保)と事項的管轄権 (ジェノサイド条約上の意
図要件)についてPrimafacteの管轄権を否定したため,｢仮保全措置を指示し得るか否か
を決定するためにこの間題を検討しなければならないわけではない｣と述べているのであ
る59)Dすなわち,仮保全段階では規程当事国資格という｢根本的問題｣の検討は規程36条上
53)ExceptionspreliminajresduRoyaumedeBelgique,paras.326et328;CR2004/6(Belgium-
Mr.Bethlehem),paras.51-52and55,CR2004/15(Belgium,MrBeth一ehem),para.18
54)CR2004/14(SerbiaandMontenegro),MrBrownlie,paras.31-33.MrDjerほ,para.34,CR
2004/23(SerblaandMontenegro,Mr.Brownlje),paras39-40
55)SeparateOpinionofJudgeKool'jmans,para3.
56)裁判官共同意見によれば,｢裁判所は管轄権欠如の判決を根拠付ける最も適切な根拠を選択する 二
自由を有する｣というo DeclarationcommunedeM lejugeRanjeva,vice-prさsident,etdeM･ 二
1ejugeGuilaume,deMmelejugeHlgginsetdeMM.lesJugesKooijmans,Al･Khasawneh,
BuergenthaletElaraby,para.2.
57)SeparateOpinionoりudgeKooijmans,para.2.
58)CIJ.Recuei11999(I),p135,para.31
59)C.IJ_Reel/ei11999(I),p.136,para33.
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の管轄権判断に優先するとはみなされてはいなか-〕たのてあるOこの点て.確かに,迅速
性を旨とする仮保全措置手続においては,判断理山の法論理的な優先性よりもむしろ,戟
判官の多数意見を構成しやすい判Wr現由が採用されて然る-きであると言うこともできよ
うが,他方で,先決的抗弁手続においてはこうした訴訟経済的な考慮が働かず,法論坪性
の尊重が求められるというのは難しいように思われる｡すなわち,先決的抗弁手続に+,1い
ても,裁判所は人的管轄権や事項的管轄権の欠如のように,管轄権判断に確定的な結論を
導くことのできる判断現出を採用することが十分に叶能てあったように思われるのであるo
第2に,規程当事国資格 という最も根本的な論点に踏み込ん{=裁判所の判断は,それn
休は近年稀に見る積極司法の一例を/itすものてあり,高く評価できるものである｡あるい
はまた,｢有権的決定｣を下せなかった安保理と総会を抑旅する一方で,自らが ｢有権的｣
解釈権者を目認し60),これを誇7JくLているように見えなくもないOその背景としては,原告
か自らの法的地位を｢確定的に明らかにする｣ことを裁判所に諌めており61),こうした原告
まで幾度となく判断を回避 してきた裁判所にその資格があると無条件に肯定するのは措増
されるところであるL,またこの判断IflJ避が新ユーゴの国連加BJ,7回資格についての決定的判
断を遅らせ,その結果として判決矛盾等の問題を引き起こした点に鑑みても,職枠如俺に
よる言斥訟打切 Y)がより望ましい選択であったように思われる.
6.訴訟併合拒否と特任判事任命拒否
最後に,本件判決に特徴的な手続的問題を検討しておこうO本件訴訟は原告 1カ国か被
FEIOカLiJ(先決的抗弁f那皆では8カLIJに減少)を相手に提訴しており,裁判所の判例L最
大の訴訟であるOと剛 寺に,本件に関して注意すべき且は,10件全ての事案がNATOによ
る空爆という同一の事実から_Jl.こじているという点であるoすなわち,同一の事実を基礎 と
しつつ.さらに実体法上の主張内容や利害関係に頬似性が認められるたれ 手続上の問題
として,特別適作裁判官の任命問題 (裁判所規楕31条5項)と事件併合の関越 (裁判所規
60)本件原告は口瓜弁論の■fJて次のように_i_張している｡｢LEJ際機構と条約に関する新ユーゴの地位
は複雑て議論のある聞超であった｣か.[唯一裁判所の判決のみがこの点を明I,かにし得るであろ
う｣OCR2004/14(SerbiaaTldM｡ntenegro,Mr.Varady),paras.35and39この発言は04年fJIL
弁判決 (37項)ても引用されている｡なお.国連加盟問題に関してはすでに裁判所か二度に渡っ
て勧告的意見を付5-する機会を有している｡用達加盟の承認条イ′1(1948年軌告的意見)(L'avIS
consultatlfdu28mai1948,Condlt10nSde/'admzsszlolZd'uT7El/lI(()mmemembledeHVal-on5
unies(Article4dL.laCharte),CIJ.RetELetl1947-194β.p57),および国連加盟承認に関す
る総会権限(1950年勧告的意見)(Lbvisconsultatifdu3mars1950.Compc'fcILCedel'Asemble'e
ge'n'1ralep｡7Lrl'admlSSiond'lLnA/a/"uxNat10n日脚CS.C.IJRH･udlI950,p 4.)0
61)CR2004/14(SerbiaandMontenegro,MrVarady),para.40その主張によれは.原告は ｢裁
判所に確定的な検討を子IAい.1992年から2000年における裁判所規梓Jiよひジェノサイト条約トの
新ユーゴの地位に関して確定的に確認することを求める｣というD
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則47条)の2つを生ぜ しめることになった (判決17項)62)｡
まず第1に,特任判事に関しては,仮保全措置段階では各被告同にそれぞれ特任判事の
任命か認められていたため(本件判決 6項),先決的抗弁手続への移柑 二際し,被告 3カ国
(ベルギ-,カナダ,イタリア)は特任判事の任期延長を申請した63)O他方,原告はこれに
あり｣,｢被告が共通の請求理由 (causec｡mmune)を提起 している以上,規程31粂5項に
いう-当事者 (uneseulepartie)とみなされなければならない｣と主張していたが64),そ
の後態度を軟化させ,ベルギー,カナダ,イタリア,ポルトガルのそれぞれについて特任
判事の任命を認めていた(2003年12月12[Jの裁判所長会合)oLかしなから,それにも拘わ
らず裁判所は規程31条5項を適用し,イキリス,オランダ,フランスが国籍裁判官を有し
ている点に鑑みて,本手続f那皆では被告諸匡=ま特任判事を任命すべきでないと決定した(刺
決18項)｡第2に,事件併合 (規則47条)に関しては,これに異議を唱える被告に対し,原
告は事件併合に肯定的な態度を示していたか(判決17項),裁判所は事作の併合を認めなかっ
た (2003年12月23日の裁判所書記書簡)(判決18項)65)0
以上のように,裁判所は被告諸国の ｢同 一利害関係｣(規程31条5項)を坪由に被告の特
仕判事什命を一穴志しつつ.事件併合は認めなかった｡確かに,クレカ判事が指摘するよう
に,｢同1-利害関係｣は事件併合を導 くlEl_接的な要件ではないため66),本件事件を併合Lな
かった裁判所の判断に手続上問題があるとは言えない｡また,本件の先 ･先決的問題に関
して裁判所が指摘しているように.被告 8カ国の主張は｢異なる形で｣提起され,｢同一の
れば,裁判所か事件を併合Lなかったことにも理由がない訳ではなかったように思われるっ
しかしながら,本件では管轄権基礎の相違を除けば,各被告の請求内容に相違点を見出す
のは困難であり,管轄権基礎の相違に基づいて次のi:うに3つの訴訟に分割併合する余地
はあっfL:i:うに思われる｡すなわち,第 1朝型 (二国間条約が追加請求されている被告,
ベルギーとオランダ),第2頬懲(選択条項受諾貫言を寄託Lていない被告, ドイツ,フラ
62)本件の訴訟当事国の中で,当初からli]籍裁判官を有していたのは,フランス (ギョ--ム判事),
オランダ (コイマンて判事),イギ1)ス (ヒキノズ判事), ドイ､ソ(ジンマ判事)の4カ国てあり,
ベルギ1-,カナダ,イタリア,ボルトカルの4カ国は国籍裁判官を有していなかった01=たし.
ジンマ判事 (rイツ匝t籍)は裁判所規程24条l項に基ついて裁判官回避を申し.l'.ている (判決16
項)0
63)-ルキーによれば,佃保全措置手続よr)も先決的抗弁手続の方が特任判事の任命をJT二当化する
状況にあるというOまたベルキーによれは,本件では複数事件の間で管轄権の根拠に相違かある ○
ことから,被告は｢同一利害関係にある-当事者｣(規程31条5項)ではないというoExceptions
prelimnairesduRoyaumt･deBelgique,para18
64)MさmoiredelaYougoslavie,parall.
65)CR2004/6(Belgium,thePresldentoftheCourt),pp6-9.
66)SeparateOpinionofJudgeKreea,para69
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ン久,イタリア),第3頬理:J(選択条項受諾宣言寄託国,イギリス,ポル トガル,カナダ)
の3つである67)o
67)SeparateOpinionofJudgeKreea,para.75.なお,この3類型-の分割併合は原告自身か申
述書の中で代替主張として提示していたものであった｡MernoiredelaYouguslavie.para.ll
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